
見附市告示第７４号 

 見附市移住支援金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

  令和７年４月１日 

                    見附市長  稲 田  亮 

   見附市移住支援金交付要綱の一部を改正する要綱 

 見附市移住金交付要綱（令和元年見附市告示第７２号）の一部を次のように改正

する。 

第１条中「受けた場合」の次に「等」を加える。 

 第３条第１項第１号中「過疎地域自立促進特別措置法（平成１２年法律第１５

号）」を「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年法律第１９

号）」に改め、同項第３号ウ中（イ）を（ウ）とし、（ア）の次に次のように加え

る。 

   （イ） 移住先でテレワークにより勤務する（原則、恒常的に通勤しな 

      い）こととし、かつ週２０時間以上テレワークを実施すること。 

 第３条第１項第３号エ中「。」を削り、同号エ（ア）中「転入時において、本市

が運営する会員制の団体（見附さぽーた）に登録している者。」を「支給対象者要

件 次のいずれかに該当する者」に改め、同号エ（ア）に次のように加える。 

     ａ 本市へ転入する直前３カ月前までに、本市が運営する会員制の 

      団体（みつけサポータ）に登録している者 

     ｂ 本市へ転入する直前１カ月前までに、市内の移住イベント、又 

      は移住体験ツアーに参加したことがある者 

     ｃ 本市が主催する市外での交流イベントに参加したことがある 

      者 

     ｄ 令和７年４月１日以降に、本市が参加する移住イベント等で、 

      本市の担当へ相談を行い、相談カード等の提出があった者 

 第３条第１項第３号エ（イ）中「転入時において、申請者の世帯に４０歳未満の

世帯員が存在している者。」を「地域の担い手確保の要件 次のいずれかに該当す

る者」に改め、同号エ（イ）に次のように加える。 

     ａ 農林水産業に就業する者 



     ｂ 家業へ就業する者 

 第３条第２項第２号中「永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者、

特別永住者その他の」を「出入国管理及び難民認定法に定める「永住者」、「日本

人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」、及び日本国との平和条約に

基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法に定める「特別永住

者」のいずれかの」に改め、同項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を

加える。 

（３） 過去１０年以内に申請者を含む世帯員として移住支援金を受給している 

   者。ただし、移住支援金を全額返還した場合や過去の申請時に１８歳未満 

   の世帯員だった者が、５年以上経過し、１８歳以上となり、新潟県及び見 

   附市が認める場合を除く。 

 第８条第１号ウ中「第３条」の次に「第１項」を加え、同条第２号中「移住支援

金の申請日から３年以上５年以内の期間に見附市から転出したとき。」を「次のい

ずれかに該当するとき。」に改め、同号に次のように加える。 

  ア 第３条第１項第３号ウの要件を満たす移住支援金の申請日から１年 

   以内に移住支援金の要件を満たさなくなったとき。 

  イ 第３条第１項第３号エの要件を満たす移住支援金の申請日から１年 

   以内に移住支援金の要件を満たさなくなったとき。 

  ウ 移住支援金の申請日から３年以上５年以内の期間に見附市から転出 

   したとき。 

 様式第１号別紙１を次のように改める。 

  

 



 

 



様式第１号別紙２を次のように改める。 

 



様式第２号（第４条関係）（テレワーク）を次のように改める。 

 



様式第２号（第４条関係）（テレワーク）の次に次の様式を加える。 

 



様式第３号を次のように改める。 

 



 

 



附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。ただし、改正後の見附市移住支援 

金交付要綱第３条及び第８条の規定は、この要綱施行日以後に転入した者に適用し、 

この要綱施行日前に転入した者は、なお従前の例による。 

 


